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平成 年土地利用比率（森林とそれ以外）（多摩山村部町村別）

檜原村

土地利用比率（森林とそれ以外）（多摩山村部全域）

奥多摩町

宅 そ 公 未 道 農 水 森 原
利

の 園 用 路 用
地

地 他 等 等 等 地 面 林 野

森林以外 森林

宅地 その他 原野公園等 未利用地等 道路等 農用地 水面

単位(ha)

合　計 宅地 その他
　（屋外
　　利用地）

　公園、
　運動場等

未利用地等 道路等 （道路） 農用地
水面・河川・

水路
森林 原野

全域(H29)

全域(H24)

檜原村

奥多摩町

(注１）　L-2その他は、土地利用分類の屋外利用地とその他の合計

(注２）　L-2及びL-5の（　　）は内数

平成29年土地利用面積（多摩山村部・町村別）（表２－１）
　　　　　　　Land Area by Use (2017): Municipalities in the Tama Area (Rural Area) (Table 2-1)

２ 多摩山村部 Tama area (rural area)

２－１ 土地利用面積 Land Area by Use

「多摩山村部約 のうち、

森林が約 」

多摩山村部の全域・町村別の土地利用分類ごとの面

積を表２ １に示す。

なお、町村の面積はポリゴン集計によって求めたも

ので、一般に使用されている行政面積とは必ずしも一

致しない。

多摩山村部の面積は であり、そのうち森

林面積は である。

また、宅地は であり、平成 年と比較して

減少した。

２－２ 土地利用比率 Land Use

「森林が約 ％を占める」

土地利用分類ごとの全土地利用面積に対する構成比

を示す。

全域

森林が ％とその大部分を占めており、宅地は

％にすぎない。

また、農用地も ％となっている。

平成 年と比較すると、森林が １ポイント減少し、

その他は ポイント増加している。

町村別

檜原村、奥多摩町の森林はそれぞれ ％、 ％

を占め、宅地はそれぞれ ％、 ％である。

農用地は檜原村が ％に対して、奥多摩町が ％

となっている。

水面は檜原村が ％に対して奥多摩町が ％とな

っている。

道路等は檜原村が ％に対して奥多摩町は ％と

なっている。
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… …

…

農用地利用比率（多摩都市部）

全 域

市街化区域

市街化調整区域

田 畑
樹
園
地

採
草
地

八王子市

立川市

武蔵野市

三鷹市

青梅市

府中市

昭島市

調布市

町田市

小金井市

小平市

日野市

東村山市

国分寺市

国立市

福生市

狛江市

東大和市

清瀬市

東久留米市

武蔵村山市

多摩市

稲城市

羽村市

あきる野市

西東京市

瑞穂町

日の出町

平成 年農用地利用比率（多摩都市部市町別）

１－１６ 農用地利用比率 Agricultural Land Use

「多摩都市部全域の農用地の約 ％が畑」

土地利用のうち、農地のみを対象とし、農用地の分

類ごとの構成比を示す。

全域

畑が ％を占め、樹園地が ％、田が ％、採

草地が ％となっている。

平成 年と比較すると、田及び樹園地が ポイント

減少している一方、畑が ポイント増加している。

市町別

清瀬市、狛江市、国分寺市は畑の割合がそれぞれ

％、 ％、 ％と高くなっている。

小金井市、稲城市、青梅市は樹園地の割合がそれぞ

れ ％、 ％、 ％と高くなっている。

府中市は田の割合が ％と高くなっている。
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ＢＰ ＢＣ ＢＲ ＢＩ ＢＡ

公 商 住 工 農

共 業 宅 業 業

宅地利用比率（多摩山村部全域）

檜原村

奥多摩町

平成 年宅地利用比率（多摩山村部町村別）
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設
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泊
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施

設
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ー
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施

設

独
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住
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専
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住

居

併

用

工

場

倉

庫

運
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関

係

施

設

農

林

漁

業

施

設

建物用地利用比率（多摩山村部全域）

奥多摩町

檜原村

平成 年建物用地利用比率（多摩山村部町村別）

建蔽率（多摩山村部全域）
％

上段：グロス　Upper bar：Gross

下段：ネット　 Lower bar：Net   

２－３ 宅地利用比率 Building Land Use

「住宅用地が約 ％」

多摩山村部の宅地のみを対象とし、建物用途別に宅

地を５分類して、その構成比を示す。

全域

住宅用地が ％を占め、以下、公共用地 ％、

商業用地 ％、工業用地 ％、農業用地 ％の順

になっている。

平成 年と比較すると、公共用地が ポイント増加

しているほかは、住宅用地の ポイントをはじめとし

て全て減少している。

町村別

檜原村では住宅用地が最も多く、次に公共用地、商

業用地と続いている。奥多摩町でも住宅用地が最も多

く、次に公共用地、商業用地が多くなっている。

２－４ 建物用地利用比率 Building Type

「独立住宅用地が約 ％」

宅地の用地利用状況を建物用途別に 分類して、そ

の構成比を示す。

全域

独立住宅用地が ％を占め、以下教育文化施設用

地が ％、宿泊･遊興施設用地が ％と続いている。

平成 年と比較すると、教育文化施設用地が ポイ

ント、供給処理施設用地が ポイント、厚生医療施設

用地が ポイント増加し、独立住宅用地が ポイン

ト、専用工場用地が ポイント、宿泊・遊興施設用地

が ポイント減少している。

２－５ 建蔽率 Building Coverage Ratio

「建蔽率はネットで約 ％」

建蔽率をグロス ページ参照 及びネット ペー

ジ参照 で示す。

全域

全建物を対象にした建蔽率はネットで ％であり、

平成 年と比較すると ポイント増加している。

建物用途別にネットの建蔽率を見ると、住居併用工

場が ％で最も高く、厚生医療施設が ％、住商

併用施設及び集合住宅が ％と続いている。
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上段：グロス　Upper bar：Gross

下段：ネット　 Lower bar：Net   

容積率（多摩山村部全域）

％

檜原村

奥多摩町

容積率（多摩山村部町村別）

％

官公庁

教育文化

厚生医療

供給処理

事務所

専用商業

住商併用

宿泊遊興

スポーツ興行

独立住宅

集合住宅

専用工場
 

住居併用工場
 

倉庫運輸関係
 

農林漁業

平成 年容積率（ネット）（多摩山村部建物用途別）
％

檜原村

奥多摩町

建蔽率（多摩山村部町村別）

％

官公庁

教育文化

厚生医療

供給処理

事務所

専用商業

住商併用

宿泊遊興

スポーツ興行

独立住宅

集合住宅

専用工場
 

住居併用工場
 

倉庫運輸関係
 

農林漁業

平成 年建蔽率（ネット）（多摩山村部建物用途別）
％

上段：グロス　Upper bar：Gross

下段：ネット　 Lower bar：Net   

町村別

檜原村の建蔽率はネットで ％、奥多摩町は

％となっている。

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２－６ 容積率 Floor Area Ratio

「建物容積率はネットで約 ％」

容積率をグロス ページ参照 及びネット ペー

ジ参照 で示す。

全域

全建物についての容積率は、ネットで ％であり、

平成 年に比較して ポイント増加している。

建物用途別にネットの容積率を見ると厚生医療施設

が ％と最も高く、官公庁施設が ％、集合住宅

が ％、住居併用工場が ％、住商併用施設が

％と続いている。

町村別

奥多摩町の容積率はネットで ％であり、檜原村

の ％と比較すると、少し高い値になっている。
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ＢＰ ＢＣ ＢＲ ＢＩ ＢＡ

公 商 住 工 農

共 業 宅 業 業

宅地利用比率（多摩山村部全域）

檜原村

奥多摩町

平成 年宅地利用比率（多摩山村部町村別）
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場
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施

設

農

林

漁

業

施

設

建物用地利用比率（多摩山村部全域）

奥多摩町

檜原村

平成 年建物用地利用比率（多摩山村部町村別）

建蔽率（多摩山村部全域）
％

上段：グロス　Upper bar：Gross

下段：ネット　 Lower bar：Net   

２－３ 宅地利用比率 Building Land Use

「住宅用地が約 ％」

多摩山村部の宅地のみを対象とし、建物用途別に宅

地を５分類して、その構成比を示す。

全域

住宅用地が ％を占め、以下、公共用地 ％、

商業用地 ％、工業用地 ％、農業用地 ％の順

になっている。

平成 年と比較すると、公共用地が ポイント増加

しているほかは、住宅用地の ポイントをはじめとし

て全て減少している。

町村別

檜原村では住宅用地が最も多く、次に公共用地、商

業用地と続いている。奥多摩町でも住宅用地が最も多

く、次に公共用地、商業用地が多くなっている。

２－４ 建物用地利用比率 Building Type

「独立住宅用地が約 ％」

宅地の用地利用状況を建物用途別に 分類して、そ

の構成比を示す。

全域

独立住宅用地が ％を占め、以下教育文化施設用

地が ％、宿泊･遊興施設用地が ％と続いている。

平成 年と比較すると、教育文化施設用地が ポイ

ント、供給処理施設用地が ポイント、厚生医療施設

用地が ポイント増加し、独立住宅用地が ポイン

ト、専用工場用地が ポイント、宿泊・遊興施設用地

が ポイント減少している。

２－５ 建蔽率 Building Coverage Ratio

「建蔽率はネットで約 ％」

建蔽率をグロス ページ参照 及びネット ペー

ジ参照 で示す。

全域

全建物を対象にした建蔽率はネットで ％であり、

平成 年と比較すると ポイント増加している。

建物用途別にネットの建蔽率を見ると、住居併用工

場が ％で最も高く、厚生医療施設が ％、住商

併用施設及び集合住宅が ％と続いている。
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上段：平成24年　Upper bar：2012

下段：平成29年　Lower bar：2017

階 階 階

平均階数（多摩山村部全域）

階 階 階

檜原村

奥多摩町

平成 年平均階数（多摩山村部町村別）
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建築面積比率（多摩山村部全域）

檜原村

奥多摩町

平成 年建築面積比率（多摩山村部町村別）
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延べ面積比率（多摩山村部全域）

檜原村

奥多摩町

平成 年延べ面積比率（多摩山村部町村別）

２－７ 平均階数 Average Number of Building Floors

「平均階数は 階で、

平成 年から 階上昇」

建物階数の合計を建物棟数で除して平均階数を示す。

全域

建物の平均階数は 階となり、平成 年から 階

高くなっている。

町村別

檜原村が 階で、奥多摩町の 階と比較してわず

かに高くなっている。

 
２－８ 建築面積比率 Building Area by Building Type

「建築面積の約 ％が独立住宅」

建物の建築面積の総計を建物用途別に 分類し、そ

の構成比を示す。

全域

独立住宅が ％と高く、これに対して集合住宅は

％にすぎない。平成 年と比較すると、供給処理施

設が ポイント、厚生医療施設が ポイント増加し、

専用工場が ポイント、独立住宅が ポイント減少

している。

町村別

檜原村では独立住宅が ％であり、奥多摩町の

％に比較してやや高い値になっている。

２－９ 延べ面積比率 Total Floor Area by Building Type

「延べ面積の約 ％が独立住宅」

建物の延べ面積の総計を用途別に 分類し、その構

成比を示す。

全域

独立住宅が ％と高く、これに対して集合住宅は

％にすぎない。

平成 年と比較して厚生医療施設及び官公庁施設が

ポイント増加し、独立住宅が ポイント、専用工

場が ポイント減少している。

町村別

檜原村と奥多摩町のいずれも独立住宅の占める割合

が高く、それ以外に教育文化施設、厚生医療施設及び

宿泊・遊興施設の占める割合がやや高くなっている。
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上段：建築面積ベース
Upper bar：Based on Land Area

下段：延べ床面積ベース
Lower bar：Based on Total Floor Area

不燃化率（多摩山村部全域）
％

檜原村

奥多摩町

平成 年不燃化率（多摩山村部町村別）
％

耐
火
造

準
耐
火
造

防
火
造

木
造

建物構造比率（建築面積ベース）（多摩山村部全域）

檜原村

奥多摩町

平成 年建物構造比率（建築面積ベース）（多摩山村部町村別）

建物構造比率（延べ面積ベース）（多摩山村部全域）

檜原村

奥多摩町

平成 年建物構造比率（延べ面積ベース）（多摩山村部町村別）

２－１０ 不燃化率 Ratio of Fireproof Buildings

「建物の約 ％が不燃化

建築面積ベース 」

全建物に対する耐火造及び準耐火造建築物の占める

割合を示す。

全域

建築面積ベースで見ると、不燃化率は ％となっ

ている。また、延べ面積ベースで見ると、 ％とな

っている。

町村別

奥多摩町の不燃化率を建築面積ベースで見ると

％で、檜原村に比較して高くなっている。

２－１１ 建物構造比率 Building Construction Type

「木造が約 ％で最も多い

建築面積ベース 」

全建物についての構造別の構成比を建築面積ベース

で示す。

全域

木造が ％で最も高く、以下、防火造 ％、耐

火造 ％、準耐火造 ％の順になっている。

平成 年と比較して、防火造が ポイント、耐火造

が ポイント増加し、木造が ポイント、準耐火造

が ポイント減少している。

また、延べ面積ベースで見ると木造の比率は ％

であり、平成 年と比較して ポイント減少している。

町村別

檜原村では奥多摩町と比較して木造が占める割合が

高く、建築面積ベース、延べ面積ベースともに６割程

度となっている。
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上段：平成24年　Upper bar：2012

下段：平成29年　Lower bar：2017
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平均階数（多摩山村部全域）
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平成 年延べ面積比率（多摩山村部町村別）

２－７ 平均階数 Average Number of Building Floors

「平均階数は 階で、

平成 年から 階上昇」

建物階数の合計を建物棟数で除して平均階数を示す。

全域

建物の平均階数は 階となり、平成 年から 階

高くなっている。

町村別

檜原村が 階で、奥多摩町の 階と比較してわず

かに高くなっている。

 
２－８ 建築面積比率 Building Area by Building Type

「建築面積の約 ％が独立住宅」

建物の建築面積の総計を建物用途別に 分類し、そ

の構成比を示す。

全域

独立住宅が ％と高く、これに対して集合住宅は

％にすぎない。平成 年と比較すると、供給処理施

設が ポイント、厚生医療施設が ポイント増加し、

専用工場が ポイント、独立住宅が ポイント減少

している。

町村別

檜原村では独立住宅が ％であり、奥多摩町の

％に比較してやや高い値になっている。

２－９ 延べ面積比率 Total Floor Area by Building Type

「延べ面積の約 ％が独立住宅」

建物の延べ面積の総計を用途別に 分類し、その構

成比を示す。

全域

独立住宅が ％と高く、これに対して集合住宅は

％にすぎない。

平成 年と比較して厚生医療施設及び官公庁施設が

ポイント増加し、独立住宅が ポイント、専用工

場が ポイント減少している。

町村別

檜原村と奥多摩町のいずれも独立住宅の占める割合

が高く、それ以外に教育文化施設、厚生医療施設及び

宿泊・遊興施設の占める割合がやや高くなっている。
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単位(ha)

合　計 宅地 その他
　（屋外
　　利用地）

　公園、
　運動場等

未利用地等 道路等 （道路） 農用地
水面・河川・

水路
森林 原野

全域(H29)

全域(H24)

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

(注１）　L-2その他は、土地利用分類の屋外利用地とその他の合計

(注２）　L-2及びL-5の（　　）は内数

平成29年土地利用面積（多摩地域全域・エリア別）（表３－１）
　　　　　Land Area by Use (2017): Subareas of the Tama Area (Table 3-1)

３ 多摩地域 エリア別 Tama area (Subareas)

３－１ 土地利用面積 Land Area by Use

「多摩地域全域約 のうち、

宅地は約 」

多摩都市部と多摩山村部を合わせた多摩地域につい

て図３－１のとおり、西多摩、南多摩、北多摩西部、

北多摩南部及び北多摩北部の５つのエリアに区分し、

主要な分析項目についてエリア別の動向を示す。

多摩全域の面積は であり、そのうち宅地

は 、森林は である。

平成 年と比較すると、宅地が 増加している

一方、農用地は 減少している。率にして ％

の減少である。

なお、各エリアの面積は西多摩が全域の約５割、南

多摩が全域の約３割を占める。

また、各エリアの宅地面積について、多摩地域の全

宅地 に対する構成比を求めると、西多摩が

％、南多摩が ％、北多摩西部が ％、北多

摩南部が ％、北多摩北部が ％である。

多摩地域のエリア区域図（図３－１）

Subareas of the Tama Area (Figure 3-1)

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

凡例
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宅 そ 公 未 道 農 水 森 原
利

の 園 用 路 用
地

地 他 等 等 等 地 面 林 野

平成 年土地利用比率（多摩地域全域）

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

平成 年土地利用比率（多摩地域エリア別）

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

平成 年土地利用比率（多摩地域エリア別）

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

平成 年宅地利用比率（多摩地域エリア別）

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

平成 年宅地利用比率（多摩地域エリア別）

ＢＰ ＢＣ ＢＲ ＢＩ ＢＡ

公 商 住 工 農

共 業 宅 業 業

平成 年土地利用比率（多摩地域全域）

３－２ 土地利用比率 Land Use

「多摩地域全域では宅地が約 ％、

森林が約 ％」

全域

多摩地域全域の土地利用の構成を見ると、宅地が

％、森林が ％である。宅地は平成 年と比較

して ポイント増加したが、農用地が ポイント、

未利用地が ポイント減少している。

３－３ 宅地利用比率 Building Land Use

「全てのエリアで住宅用地が増加」

エリア別

宅地利用比率についてエリア別の動向を示す。

宅地のうち住宅用地は北多摩北部が ％で最も高

く、南多摩 ％、北多摩南部 ％、北多摩西部

％、西多摩 ％の順になっている。

エリア別

西多摩は森林が全体の ％を占める。南多摩では

森林が ％で宅地とほぼ同じになっている。北多摩

南部、北多摩北部では宅地が５割を上回る。

平成 年と比較すると、西多摩以外のエリアで宅地

の増加幅が ポイントを超えるが、北多摩の各エリア

で農地の減少幅が ポイントを超え、南多摩と北多摩

西部で未利用地の減少幅が ポイントを超えている。

また、工業用地は西多摩が ％と高くなっている。

平成 年と比較すると住宅用地は全てのエリアで増

加し、商業用地は全てのエリアで横ばい又は増加して

いる。

一方、農業用地、工業用地は全てのエリアで横ばい

又は減少している。
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単位(ha)

合　計 宅地 その他
　（屋外
　　利用地）

　公園、
　運動場等

未利用地等 道路等 （道路） 農用地
水面・河川・

水路
森林 原野

全域(H29)

全域(H24)

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

(注１）　L-2その他は、土地利用分類の屋外利用地とその他の合計

(注２）　L-2及びL-5の（　　）は内数

平成29年土地利用面積（多摩地域全域・エリア別）（表３－１）
　　　　　Land Area by Use (2017): Subareas of the Tama Area (Table 3-1)

３ 多摩地域 エリア別 Tama area (Subareas)

３－１ 土地利用面積 Land Area by Use

「多摩地域全域約 のうち、

宅地は約 」

多摩都市部と多摩山村部を合わせた多摩地域につい

て図３－１のとおり、西多摩、南多摩、北多摩西部、

北多摩南部及び北多摩北部の５つのエリアに区分し、

主要な分析項目についてエリア別の動向を示す。

多摩全域の面積は であり、そのうち宅地

は 、森林は である。

平成 年と比較すると、宅地が 増加している

一方、農用地は 減少している。率にして ％

の減少である。

なお、各エリアの面積は西多摩が全域の約５割、南

多摩が全域の約３割を占める。

また、各エリアの宅地面積について、多摩地域の全

宅地 に対する構成比を求めると、西多摩が

％、南多摩が ％、北多摩西部が ％、北多

摩南部が ％、北多摩北部が ％である。

多摩地域のエリア区域図（図３－１）

Subareas of the Tama Area (Figure 3-1)

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

凡例
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西多摩

南多摩

北多摩西部
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北多摩北部

平成 年建物用地利用比率（多摩地域エリア別）
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西多摩
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北多摩南部

北多摩北部

平成 年建物用地利用比率（多摩地域エリア別）

上段：グロス　Upper bar：Gross

 下段：ネット 　Lower bar：Net    

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

％

平成 年建蔽率（多摩地域エリア別）

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

％

平成 年建蔽率（多摩地域エリア別）

３－４ 建物用地利用比率 Building Type

「全てのエリアで厚生医療施設用地と専用

商業施設用地が増加、教育文化施設用地及び

専用工場用地が減少」

エリア別

宅地を建物用途別に 分類して、その構成比をエリ

ア別に示す。

独立住宅用地は西多摩が ％、南多摩が ％で

高くなっている。一方、集合住宅用地は北多摩南部が

％、北多摩北部が ％と ％を超えている。

３－５ 建蔽率 Building Coverage Ratio

「北多摩南部の建蔽率が

約 ％で最も高い ネット 」

エリア別

エリア別に建蔽率を見ると、グロス（ ページ参照）

では北多摩南部が ％と高く、続いて北多摩北部、

北多摩西部、南多摩、西多摩の順であり、ネット

専用工場用地は西多摩が ％で高くなっている。

平成 年と比較すると全てのエリアで厚生医療施設

用地と専用商業施設用地が増加し、独立住宅用地は南

多摩、集合住宅用地は北多摩北部をそれぞれ除く全て

のエリアで増加している。一方、教育文化施設用地及

び専用工場用地は全てのエリアで減少している。

（ ページ参照）でも北多摩南部が ％と高く、北

多摩北部、北多摩西部、南多摩、西多摩と続いている。

ネットの建蔽率を平成 年と比較すると南多摩及び

北多摩南部以外は若干減少傾向にある。
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西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

％

平成 年容積率（多摩地域エリア別）

上段：グロス　Upper bar：Gross

 下段：ネット 　Lower bar：Net    

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

％

平成 年容積率（多摩地域エリア別）

上段：平成24年　Upper bar：2012

下段：平成29年　Lower bar：2017

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

階

平均階数（多摩地域エリア別）

３－６ 容積率 Floor Area Ratio

「北多摩南部の容積率が

約 ％で最も高い ネット 」

エリア別

エリア別に容積率を見るとグロス（ ページ参照）

では北多摩南部が ％と最も高く、次いで北多摩北

３－７ 平均階数 Average Number of Building Floors

「全てのエリアで、横ばい」

エリア別

エリア別に平均階数を見ると、北多摩南部が 階で

最も高く、南多摩、北多摩西部及び北多摩北部が

階、西多摩が 階となっている。

平成 年と比較すると全てのエリアで横ばいとなっ

ている。

部が ％である。

ネット（ ページ参照）でも、北多摩南部が ％

で最も高く、次いで北多摩北部が ％、北多摩西部

が ％となっている。

平成 年と比較すると、全てのエリアでグロス、ネ

ットともに横ばい又は増加している。
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平成 年建物用地利用比率（多摩地域エリア別）
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平成 年建物用地利用比率（多摩地域エリア別）

上段：グロス　Upper bar：Gross

 下段：ネット 　Lower bar：Net    

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

％

平成 年建蔽率（多摩地域エリア別）

西多摩

南多摩

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部

％

平成 年建蔽率（多摩地域エリア別）

３－４ 建物用地利用比率 Building Type

「全てのエリアで厚生医療施設用地と専用

商業施設用地が増加、教育文化施設用地及び

専用工場用地が減少」

エリア別

宅地を建物用途別に 分類して、その構成比をエリ

ア別に示す。

独立住宅用地は西多摩が ％、南多摩が ％で

高くなっている。一方、集合住宅用地は北多摩南部が

％、北多摩北部が ％と ％を超えている。

３－５ 建蔽率 Building Coverage Ratio

「北多摩南部の建蔽率が

約 ％で最も高い ネット 」

エリア別

エリア別に建蔽率を見ると、グロス（ ページ参照）

では北多摩南部が ％と高く、続いて北多摩北部、

北多摩西部、南多摩、西多摩の順であり、ネット

専用工場用地は西多摩が ％で高くなっている。

平成 年と比較すると全てのエリアで厚生医療施設

用地と専用商業施設用地が増加し、独立住宅用地は南

多摩、集合住宅用地は北多摩北部をそれぞれ除く全て

のエリアで増加している。一方、教育文化施設用地及

び専用工場用地は全てのエリアで減少している。

（ ページ参照）でも北多摩南部が ％と高く、北

多摩北部、北多摩西部、南多摩、西多摩と続いている。

ネットの建蔽率を平成 年と比較すると南多摩及び

北多摩南部以外は若干減少傾向にある。
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３－８ 建築面積比率 Building Area by Building Type

「全てのエリアで独立住宅が増加、

専用工場が減少」

エリア別

建物の建築面積の総計を、建物用途別に 分類して、

その構成比をエリア別に示す。

３－９ 延べ面積比率 Total Floor Area by Building Type

「北多摩北部地域を除く全てのエリアで

集合住宅が増加」

エリア別

建物の延べ面積の総計を建物用途別に 分類して、

その構成比をエリア別に示す。

独立住宅は西多摩が ％と高く、次いで北多摩北

部が ％で高くなっている。

独立住宅は西多摩が ％、南多摩が ％と高く、

一方、集合住宅は北多摩南部が ％、北多摩北部が

％と高くなっている。

専用工場は西多摩が ％と高くなっている。

平成 年と比較すると全てのエリアで独立住宅が増

加し、専用工場が減少している。

集合住宅は北多摩南部が ％と最も高くなってい

る。

平成 年と比較すると厚生医療施設及び専用商業施

設が全てのエリアで増加しており、集合住宅も北多摩

北部以外の全てのエリアで増加している。独立住宅は、

増加幅が最も大きいのは西多摩で ポイント増であ

り、集合住宅は、北多摩南部の増加幅が最も大きく、

ポイント増となっている。
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３－１０ 不燃化率 Ratio of Fireproof Buildings

「全てのエリアで不燃化率が上昇

建築面積ベース 」

エリア別

全建物に対する耐火造及び準耐火造建築物の占める

割合をエリア別に示す。

３－１１ 建物構造比率 Building Construction Type

「全てのエリアで木造の比率が低下」

エリア別

建物構造を耐火造、準耐火造、防火造及び木造の４

種類に分類し、その構成比をエリア別に示す。

建築面積ベースで見ると、耐火造の比率は北多摩南

部が ％で最も高く、次いで北多摩西部が ％で

高くなっている。

また、木造の比率は西多摩が ％で最も高くなっ

ている。

建築面積ベースで見ると、北多摩西部が ％で最

も高く、次いで北多摩南部が ％、北多摩北部が

％となっている。

平成 年と比較すると全てのエリアで上昇している。

平成 年と比較すると、耐火造の比率は西多摩と北

多摩西部以外で増加し、増加幅が最も大きいのは南多

摩で ポイントとなっている。準耐火造の比率は西多

摩以外で増加し、増加幅が大きいのは北多摩西部で

ポイントとなっている。防火造は西多摩及び南多摩以

外で減少し、減少幅が最も大きいのは北多摩西部で

ポイントとなっている。木造は全てのエリアで減少し、

西多摩以外で ％を下回っている。
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３－８ 建築面積比率 Building Area by Building Type

「全てのエリアで独立住宅が増加、

専用工場が減少」

エリア別

建物の建築面積の総計を、建物用途別に 分類して、

その構成比をエリア別に示す。

３－９ 延べ面積比率 Total Floor Area by Building Type

「北多摩北部地域を除く全てのエリアで

集合住宅が増加」

エリア別

建物の延べ面積の総計を建物用途別に 分類して、

その構成比をエリア別に示す。

独立住宅は西多摩が ％と高く、次いで北多摩北

部が ％で高くなっている。

独立住宅は西多摩が ％、南多摩が ％と高く、

一方、集合住宅は北多摩南部が ％、北多摩北部が

％と高くなっている。

専用工場は西多摩が ％と高くなっている。

平成 年と比較すると全てのエリアで独立住宅が増

加し、専用工場が減少している。

集合住宅は北多摩南部が ％と最も高くなってい

る。

平成 年と比較すると厚生医療施設及び専用商業施

設が全てのエリアで増加しており、集合住宅も北多摩

北部以外の全てのエリアで増加している。独立住宅は、

増加幅が最も大きいのは西多摩で ポイント増であ

り、集合住宅は、北多摩南部の増加幅が最も大きく、

ポイント増となっている。




